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京王グループ中期３カ年経営計画（２０１５年度～２０１７年度） 

～向上と拡大に向けて～の策定について 

 

 当社では「京王グループ中期３カ年経営計画（２０１５年度～２０１７年度）～向上と

拡大に向けて～」を策定いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 国内経済は企業収益や所得環境の改善、原油安などの明るい兆しを受けて緩やかな回復

傾向となっています。しかし、東京オリンピック・パラリンピックが開催される２０２０

年以降は当社の事業基盤である東京都も本格的な人口減少期に入ると予測されており、そ

のような将来の事業環境の変化に対する不透明感はいまだ払拭されていません。また、２

０２０年以降においては京王線（笹塚駅～仙川駅間）連続立体交差事業の完了など当社の

収支に大きな影響を与える案件も控えております。 

 こうした状況を踏まえ、京王グループでは２０２０年までの６年を３年ずつに区切り、

前半の３カ年について中期３カ年経営計画（２０１５年度～２０１７年度）を策定いたし

ました。中期３カ年経営計画期間中、既存事業の選択と集中や、将来の増収にむけた投資

など様々な取り組みの実施と完遂を通じ、持続的な成長と継続的な企業価値の拡大に繋げ、

２０２０年以降を盤石な体制で臨んでいきます。 

なお、中期３カ年経営計画の最終年度である２０１７年度に、当期純利益は２００億円

を目標とし、その後の期間において過去最高の営業収益、当期純利益を目指してまいりま

す。 

 

１．中期的な取り組み 

鉄道事業において京王線（笹塚駅～仙川駅間）連続立体交差事業の推進など、安全性向

上に向けた施策を引き続き推進するとともに、ダイヤ改定や有料座席列車導入の検討など



の収益力向上策を行ってまいります。 

成長にむけた施策として、増加するインバウンドの取り込みなどを目的にホテル事業を

拡大・強化してまいります。具体的には、京王プラザホテル（新宿）の客室改装を継続す

るほか、京王プレッソインの出店を進めてまいります。そのほか、インバウンドに関して

は、来街者が多く当社の重要拠点でもある新宿を活かした、グループ横断的な営業施策の

検討・実施などを通じてその取り込みを図ってまいります。またリノベーション事業につ

いても、競合との差別化を図りブランド価値を確立していくほか、ホステルなど新規業態

への進出をはかります。 

沿線拠点の開発としては、高尾山エリアの魅力向上に向けた取り組みを推進します。ま

た、（仮称）調布駅周辺開発プロジェクトについて２０１６年度の本体着工につなげるとと

もに、新宿等の拠点駅の開発については関係者協議を継続してまいります。あわせてサー

ビス付き高齢者向け住宅や保育所を併設したマンションの建設など、シニア・子育て世代

などを対象とした生活支援サービスを始めとして、沿線価値向上に資する施策を推進して

まいります。 

駅周辺スペースの有効活用にむけて、既存事業の見直しを推進するとともに、お客様の

ニーズに合致した事業を検討・実施してまいります。また、グループの各社において、そ

れぞれの事業における将来性を見極めた上での選択と、成長分野への経営資源の集中を行

っていきます。 

なお、将来の大規模投資に備えるため現状程度の財務体質を維持しながらも、成長にむ

けた戦略投資として３カ年累計で４５０億円を想定しております。加えて、中期３カ年経

営計画期間中の配当性向は３０％を目安とし、成長の実現もふくめ様々な観点から株主還

元策を実施してまいります。 

 

２．経営目標値（２０１７年度） 

項目 営業収益 営業利益 ＥＢＩＴＤＡ 当期純利益（※） 

２０１７年度 ４，３００億円 ３７０億円 ７２０億円 ２００億円 

（※）財務諸表上の表記は「親会社株主に帰属する当期純利益」となります。 

 

（参考指標）２０１７年度の見通し  Ｄ／Ｅレシオ １．０倍程度 

                  ＲＯＥ ６．０％以上 

 

その他本中期３カ年経営計画の詳細につきましては、本日開示いたしました２０１４年

度決算説明会説明資料にも記載しておりますので併せてご覧ください。 

以上 

 

 



（参考） 

 

１．２０１５年度～２０１７年度 連結資本的支出 

 

２．２０１５年度～２０１７年度 鉄道事業投資額 

 

 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

合計 

 

６５８億円   ７６６億円   ７７１億円   ２，１９５億円   

 

 

２０１５年度 

（計画） 

２０１６年度 

（計画） 

２０１７年度 

（計画） 

安全性向上 

（うち笹塚連立） 

１６６億円   

（６２億円） 

２５０億円   

（１５０億円） 

２３３億円   

（１３２億円） 

サービス向上 

環境対策ほか 
４９億円   ５１億円   ５２億円   

合計 ２１５億円  ３０１億円  ２８５億円  


